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本論の要旨　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（シリア）の共同プロジェクト」について述べる。こ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　れらの構想は、かなり多くの大学教員をFDワーク

　ボローニャ・プロセスは、一つの欧州高等教育圏を　　ショップやFD活動へ参加するよう動機づけられるこ

築くという文脈をもち、1998年および1999年以降いう　　とを証明した。特別な節として次に、45力国の担当大

いうな変化をもたらしてきた。これらはとくに、生涯　　臣によるロンドン・コミュニケ「欧州高等教育圏をめ

学習社会を背景とする教育・学習文化の変化と、構造　　ざして」（2007年）に応じるヨーロッパと特にドイツに

（卒業証書から学士課程や修士課程へ）の変化が含ま　　おけるFDの最近の発展や展望を取り扱う。　FDは質保

れている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　証の中核的要素とみなされている。最後の節は、日独

　ボローニャ・プロセスでは「21世紀高等教育に向け　　のFD共同を継続するためのいくつかの結論をまとめ

た変革のための欧州協議事項」の決議や勧告が、受け　　ている。そこには行動計画や更なる議論をするための

入れられもっと先に進められている。この欧州協議事　　一般的な問題が含まれる。また、AHD（ドイツ大学教

項は、1997年のパレルモにおけるフォーラムの成果で　　授法研究協会）認定委員会（AHD－AKKO）に関する

ある。パレルモ・フォーラムは、「欧州大学学長会議　　情報や、2000年から2007年までに評価認定されたワー

（CRE）」（現、「欧州総合大学協会（EUA）」）と「ユネ　　クショップやモジュール、プログラムに関する情報も

スコCEPES（ユネスコ欧州高等教育センター）」が、　　取り扱っている。

1998年のユネスコ世界会議「21世紀の高等教育二その

未来図と対策」の準備のために共催したものである。　　本論の構成

「欧州高等教育スタッフ・ディベロップメント・ネット

ワーク（ENSDHE）」を1985年よりコーディネートし　　　1．はじめに：概論

てきた、ユネスコCEPESは、ユネスコ世界会議開催　　　2．背景／個人的背景

中に国際パネルディスカッション「アカデミック・ス　　　3．ヨーロッパとドイツにおける画期的な出来事

タッフ開発：継続的使命」を実施した。　　　　　　　　　4．1999年以降のドイッにおけるFDブーム

　筆者は、その進行過程にドイツ代表のコーディネー　　　　（1）概観

ターとして関わると同時に、「欧州高等教育スタッフ・　　　　（2）FDの質保証に関するAHDの役割

ディベロップメント・ネットワーク」の代表として、　　　5．「成功した」構想の例一筆者の実践から

この国際パネルディスカッションに参加した。筆者が　　　　（1）はじめに

行ってきた、教授中心から学習中心の教授法への転換　　　　②カリキュラムの開発一有用なプロジェクト

および東西欧州のアカデミックスタッフ・ディベロッ　　　　（3）参加者中心型ワークショップの基本的理念

プメント（ASD：日本のFDにあたる、以下FD）に関　　　　　（局面モデル）

する比較研究は、ユネスコ世界会議に備えてであった。　　　（4）実践事例：「ワークショップ：学生中心型のア

（Berendt　1998，1999）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ブローチとアクティブ・ラーニング法による効

　本論は、まず全般的な概論を説明した後、学生の学　　　　　　果的な教育」

習に関する研究に基づいたFDがどのように始まり、　　　　（5）協働プロジェクト（ベルリン自由大学、ア

筆者がFDにどのようにかかわってきたか述べる。次　　　　　レッポ大学との「新しい教授・学習法」一協働

に、1970年から1998年にいたる欧州とドイッにおける　　　　　FDプロジェクトモデルづくり＞

FDに関する画期的な出来事を説明するが、ここでは、　　　6．　FDの評価

ドイツのFDが欧州を背景として展開されていること　　　7．展望／ヨーロッパとドイツにおける最近の進展

が示されるであろう。　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）欧州レベル

　1999年以降については、ドイツにおけるFDブーム　　　　（2）国家レベル

を論じ、筆者の実践から構想事例（「動機づけやト　　　　（3）ドイツ大学教授法研究協会（AHD）の活動

レーニング方法、ベルリン自由大学とアレッポ大学　　　　（4）ドイツ連邦の州レベル
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　　（5）機関別レベル：ベルリン自由大学（FUB）の事　　　　の提案を、2005年5月ベルゲンにおいて承認した。

　　　例（Kohler　2005）ロンドン・コミュニケ「欧州高等
　8．今後の日独協働に向けた結論　　　　　　　　　　　　教育圏をめざして」（2007年）では、大臣たちは

　　（1）概論的結論　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2005年以降に達成された進歩を概括し翌年以降の

　　（2）FDの行動計画と今後のi議論についての一般的　　　　優先事項を定めた（詳細は、7．1を参照）

　　　な問題　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○欧州委員会は、「生涯学習」に関する資料を収集

　　（3）認定評価されたFDワークショップ・モジュー　　　　し、高等教育等の領域を含む範囲で、学習者を支

　　　ル・プログラム　　　　　　　　　　　　　　　　援するための主要なねらいと必要な作業、共通の

　　　①AHD認定委員会（AHD－AKKO）　　　　　　　原理原則および手段を明らかにした（2005）。

　　　②認定されたFDワークショップ・モジュール・　　○ドイツにおいては、「大学学長常任会議（HRK）」

　　　　プログラムの概観　　　　　　　　　　　　　　　が、過去数年にわたり多様な活動を組織した。そ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の活動には、「欧州高等教育圏における認定一国

1．はじめに一概論　　　　　　　　　　　　　　　　　際化への多様な道」に関する2005年の諸会議や、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コンサルタント、プロジェクトのためのプログラ

　2007年にドイツ大学学長常任会議は48論文を掲載し　　　　ムがある。2007年には「欧州および国内レベルで

た『世界への適応（Fit　for　the　World）』を公にした。　　　　の高等教育の為の質保証システム」についてセミ

ここでは、欧州高等教育圏についてその時点での次の　　　　ナーが編成された（HRKの活動と出版物の詳細

ような重要な討議が特に分析されていた。　　　　　　　　　は：http：〃www．hrkde／参照）

　○学習の構造、内容、形態（学士課程、修士課程、　　　解決すべき様々な課題や方策に関する詳細は、ラー

　　博士課程）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　べ出版社によって、3巻のハンドブックとして出版さ

　○相互の承認（ECTS「欧州単位互換制度」など）　　　れている。このハンドブックは、定期的に更新され、

　○質の保証　　　　　　　　　　　　　　　　　　多数の著者の論文を収録し、大学での教授と学習

　○国際的な共同　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ベーレント、フォス、ヴィルト編2001～2008）や、

　○連携した研究や教育、協議や開発の必要性　　　　　質の保証（ベンツ、コラー、ラントフリート編2002～

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2008）に焦点をあてている。欧州総合大学協会（EU

　「学習成果（ラーニング・アウトカム）」、「生涯学習」　　A）『ボローニャ・ハンドブック』は、2006年より作成

は、議論進行中に用いられたキーワードである。コン　　されている（フロマン、コーラー、パーサー、ウィル

ピテンシーのカタログが開発され、（例として付録1　　ソン編）。

参照）、「教授中心から学習中心の教授法への転換」は　　　学生たちからは、進行中の変化に対して批判的な反

…中核的なキーワードである（Wildt　2004）。　　　　　　応が見られた。学生たちは、ボローニャ・プロセスを

　多様な資料、議論、活動がボローニャ・プロセスを　　高等教育の構造改革だけのものと受け止めて、そこに

支えている。そのような例として以下のものがある。　　は「アクティブ・ラーニング」の余地もなく、この改

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　革はやる気を失わせ、自己管理学習を妨げるものであ

　○欧州閣僚責任者会議は、「欧州資格認定枠組み」　　ると捉えた。これらの議論は、2007年の「大学学長常

表1．欧州大学学長会議（CRE、現在EUA），州文化大臣会議（KMK）， ドイツ大学教授法研究協会（AHD）

欧州レベル：CRE（欧州大学学長会議） ドイツ国家レベル： b）AHD（ドイツ大学教授法研究協会）
UNESCO－CEPES（ユネスコ・ヨー a）KMK（ドイツ州文化大臣常設会議） 2005
ロッパ高等教育センター）（1997） （2005） c）／HRK（ドイツ大学学長会議）

（2005）

「教授中心から学習中心の教授法への 教育の質保証における中核的要素 AHD：教授中心から学習中心の教授法
転換は、自己管理学習、教員のコーチ ○認証、評価、学生への支援の概念 への転換および学生中心型の高等教育
的な役割、専門的支援サービス、新し OFDセンター同様、高等教育機関の という意味での教授・学習文化の変革
い講義法や質保証の手法への投資を意 企画による若手スタッフの教育コン への貢献。
味する…。変化を決定的に促すものは、 ピテンスの向上。教育スタッフの HRK：焦眉の問題は「外部からの質保
教育を、適切なFDプログラムによっ （上級クラス）継続教育の公開（可 証を、そのプロセスと内部の改革が融
て支援されるキャリアとして、十分に 能であれば）。 合するようにいかに確実にできるか」
創造的に定義された人事政策である。」 である。内部の改革とは「学生を学習

者として向上させ能力をあたえること、
教授・学習に研究を適切に適用するこ
とで、学生の経験をも改善する一方で、

研究が改善されるように助長するこ
と」である。
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表2． ドイツ大学教授法研究協会・認定委員会（AKKO，
2004）「FDプログラム、モジュール、ワーク
ショップに関する望ま しい条件と最低限の基準」

1．省察：高等教育におけ 6．様々な方法：目標志向
る教育および研究の機 の方法や、練習の活用。

能、その複雑性、独自
の役割について（FD：

教授法や教授スキル以
上のもの）。

2．改善指向：学生と教員 7．教育の学問性：自身の
の関心や機会の平等と 教育活動に対する実践
いう意味で、教授・学 志向および研究中心の
習を革新する。（伝統 姿勢。

的な教育一実践を最適
化するというだけでな
い）。

3．参加者指向：例えば、 8．一貫性；理論的背景や
参加者の関心を明らか 目的、内容、方法にお
にし、個人の違いを認 ける一貫性。

め、個々の学問分野に
よる違いを認める。

4．課題指向と実践指向。 9．持続可能な転移指向：

また相互の参観や同僚
や専門家とのケースス
タディによる支援。

5．焦点：教授中心から学
習中心の教授法への転
換：人が学ぶ方法や、

アクティブ・ラーニン
グの理解などを含む。

任会議（HRK）」におけるパネルディスカッションで　　　「AHD－AKKO（ドイツ大学教授法研究協会・認定委

の学生の発言や、ベルリン自由大学での2005年10月の　　員会〉」による「望ましい条件と最低限の基準」には

ストライキの時にも取り上げられた。またそれらは、　　（表2）、FDプログラム、モジュール、ワークショッ

著者が参加した2006年12月の政治学部でのパネルディ　　プに関する内容を中心とする詳細があげられている。

スカッションでも、一部議論されていた。　　　　　　　　次の節では、FDに関する背景について、1970年か

　多くの場合、構造の改革が強調されすぎてしまうよ　　ら1998年までと、1999年から2006年までを上述の諸問

うで、「教授中心から学習中心の教授法への転換」と　　題への回答、ボローニャプロセスの文脈におけるFD

いう趣旨で必要な教授と学習の変化が軽視されてしま　　とアカデミックスタッフディベロッパーの役割を含め

う（Hofmann　2004，　W61bers　2005を参照）。これらの　　て論じる。第7節で取り扱う最新の展開に関する概説

必要な変化は、FDによってどのようにサポートされ　　は、2007年と2008年について一致した回答を与えるで

うるのか。ボローニャ・プロセスにおける、FDの役　　あろう。

割、アカデミック・スタッフ・ディベロッパーたちの

役割とは何なのか。表1は、この点について異なるレ　　2．背景／個人的背景

ベルの組織がそれぞれにどのように焦点化しているか

を示している。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「教授中心から学習中心の教授法への転換」とアカ

　「欧州大学学長会議（CRE）／UNESCO－CEPES（ユ　　デミック・スタッフ・ディベロップメント（ASD＝FD）

ネスコ・ヨーロッパ高等教育センター）（1997＞」や「ド　　のルーツは、1960年代にある。このことは特に、学習

イツ大学教授法研究協会（AHD）（2005）」による定義　　　者のより活動的な役割、参加者中心型のアプローチ、

づけは、「教授中心から学習中心の教授法への転換」　　少人数グループ教育、伝統的な講義の変種や代替の教

をアカデミック・スタッフ・ディベロップメント（F　　授法に対して行われた研究や構想にあてはまる（例；

D）に結びつけるものである。2005年の「州文化大臣　　VDS　1962，　Spindler　1968，　Wissenschaftsrat　1966，

常設会議（KMK）」の定義は、　FDを質保証の一手段　　Berendt　1969，　Bligh　1971）。これらのテーマは当時、

に縮小するかのように見える。「大学学長常任会議　　高等教育の目的や、カリキュラム改革に関する論議の

（HRK）」（2005年7月6日～8日）の最後の大変重要　　一部であった。これらは認知領域のタクソノミー（分

な論点は、外部からの質保証は有効ではないことを示　　類法、例えば記憶一理解一応用一転移）に密接に関連

していた。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　し、また情緒的領域に関する付加的タクソノミーにも

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　関連している（例；Bloom　et　al．1956，　Krathwohl　et

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　a1．1964．要約：Huczynski　1983，　pp．7－20）。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ドイツ連邦共和国では、特にマッキーチー（McKeachie）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　による大学やカレッジレベルでの教育に関する研究が

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ポピュラーになった（例；Simonsによる要約1967）。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　この研究は、学習の諸原則を取り扱い、それらは計画

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　や調整、フィードバッ久アクティブ・ラーニングを

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　含む教授法に関して適切なものである。ここには、教

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　授中心の教育方法に対して、学生中心の教育方法の利

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　点が述べられている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2論文（Berendt1998，1999※）もまた、学生の学習

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に関するさらに進んだ研究成果を取り扱い、1998年ま

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　でのFDプログラムによるサポートと、「効果的な」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　教育に関する結論を論じている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　これらには、「変革のための欧州協議事項」と21世

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　紀高等教育に関するユネスコ世界会議に関連して「ユ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ネスコ・ヨーロッパ学長会議（CEPES）」とユネスコ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　のために実施した、比較研究に関する詳細な論述と主

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要な結果が含まれている。（2つ目の論文は、筆者が

※筆者著2論文、「教授中心から学習中心の教授法へ
の転換をFDプログラムによってどのようにサポート
し達成させるか一事例と展望」（1998年）と「ヨーロッ

パにおけるFD一現実的な観点、プログラム類型と討
論の為の提案」（1999年）（別刷版は、http：〃userpage．
fu－berhn．　de／bberendtからダウンロード可能である。）
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「高等教育スタッフ・ディベロップメント欧州ネット　　表3：ヨーロッパにおけるFDの画期的な出来事

ワーク（ENSDHE）」代表として、世界公開討論会

「スタッフ・ディベロップメント　（FD）：その継続的

ミッション」で発表したものである。）

　2論文は、35年以上前からFDが高等教育の研究開

発の一部として国際協力の分野であり続けている、と

いうことを示している（より詳細な論述例、艶ather1979，

Berendt　1980，　Chal㎝1991，㎜SCO1994，㎜SO－
CEPES　1989－1999，　Pellert1995，　Berendt2005／2006）。

1979年から1991年までの論文には、デンマーク、英

国、スイスと、旧西ドイツ（アーヘン、ベルリン自由

大学・工科大学、ボッフム、フランクフルト・アム・

マイン、ゲッティンゲン、ハンブルク、カッセルー

ヴィッツェンハウゼン、1975年以降はビーレフェルト、

ドルトムント、エッセン）からのヨーロッパの文献や

論文が引用されている。研究の参考書は、特に百科全

書（Huber　1983）と、「高等教育ASDヨーロッパ・ネッ

トワーク（UNESCO－CEPES　1989－1999）」の一部と

して印刷された書誌に含まれた論文などである。

　教授・学習を改善するためだけの国際的な協力には、

会議（例えば、「高等教育研究開発ヨーロッパ協会

〔EARDHE〕」、「スタッフ・教育開発セミナー〔ISSED〕」、

「大学教育改善〔IUT〕」）やFD専門家たちのネット

ワーク（例えば、「メイドストーン」1979～1997、「高

等教育SD欧州ネットワーク〔ENSDHE〕」1985～
2000）、プロジェクト（例えば、「ドイッ学術交流会

〔DAAD〕」や「欧州連合〔EU〕」、「ドイツ国際開発財

団〔DSE〕」、「ユネスコ」などのスポンサーによる）

がある。国内的な協力も、このようないろいろな形態

を含んでいる。

　FDプログラムの重要なテーマ領域は、特に「アク

ティブ・ラーニング」、「参加型教授法」、「自己管理学

習」、「教師のコーチ的役割」、「キー・コンピテンス」、

「教育的革新（特に内容の構成や学習教材、教授法に

関して）」である。このテーマ領域は、「欧州協議事

項」で勧告された必要な活動に対応しており、これは、

「教授中心から学習中心の教授法への転換」を「適切

なFDプログラム」に関連づける根拠となったといえ

るであろう（CRE、UNESCO－CEPES　1997、11頁と§

1の表1参照）。

3．ヨーロッパとドイツのFDにおける画期的な
出来事

　表3は、ヨーロッパの状況におけるFD関連の画期

的な出来事を表にまとめたものである。（注：ただし、

1990年の再統一までの旧東ドイツのFDは、種々の理

由から含まれていない。）

ヨーロツパ ドイツ（旧西ドイツ）

1970 FDプロジェクト、1973

～ 年以降FD研究部の創設：

1976 ベルリン（ベルリン自由

大学）、自由ハンザ都市

ハンブルク、ヘッセン州、

ノルトライン・＝ヴェス

トファーレン州など

欧州高等教育研究開発 1976 ドイツ大学教授法研究

協会（EARDHE）会議 協会（AHD＞大会「教
授・学習の新しい形態」

（ベルリン自由大学）

1977 FDに関するドイッ大
学教授法研究協会
（AHD）シンポジゥム

欧州連合：スタッフ流 1978

動性／メードストー 一

ン・ワークショップ 1979
（1997年まで隔年）

1983 国内ネットワーク（べ
ルリン自由大学）

　、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、

?sスコ・不ットワー 1985 高等教育SD欧州ネッ
ク、高等教育SD欧州 トワーク（ENSDHE）
ネットワーク（ENSDHE） 1986 ドイツ協力支部／ドイ
（2000年まで、各国レ ツ代表（ベルリン自由
ポートと書誌、隔年で 大学）

会議開催）

1990 ドイツ大学教授法研究
協会（AHD）ビーレフェ

ルト覚書

欧州連合一テンパス 1991 ドイツ大学教授法研究

（EU－TEMPUS）教 協会（AHD）大会「教
授・学習改善（ITL） 育、文化と教育の質」

プロジェクト（ベルリ

ン自由大学、リュブ
リャナ大学、サリー大
学、ブダペスト大学、
1992年まで）

1992 ドイツ大学教授法研究

協会（AHD）大会「教
育の質を改善するため
の評価と他の戦略」（べ

ルリン自由大学）高等

教育大綱法（HRG）
§44の改正

1993 州文化大臣常設会議
（KMK）や大学学長会
議（HRK）の勧告

1993 ドイッ大学教授法研究

／94 協会（AHD）ブラウン
シュヴァイク宣言

ユネスコ非政府組織 1995

（NGO）会議

ユネスコ総会欧州大学 1997 学術会議の勧告欧州高
協会（CRE）／ユネス 等教育SDネットワー
コ・欧州高等教育セン ク（ENSDHE）とドイ
ター（CEPES）「…変 ツ大学教授法研究協会
革のための欧州協議事 （AHD）のワーキング
項」 グループ「高等教育に

おける教育の質」（ベル
リン自由大学）
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21世紀高等教育像に関 1998 国内レポートの要約と

するユネスコ世界会議 印刷物の発行：17のFD

（世界公開討論会 研究部とセンター（べ
「FD：継続的ミツショ ルリン自由大学）

ン」を含む）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　る。参加者には共通の証明書がある。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○ノルトライン・ヴェストファーレン〔NW〕州で

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　は、4つのセンターが追加設置されている。その

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　中の一つドルトムント大学のFDセンターは、

注記：教授・学習の改善に関する国際会議と、欧州高等教　　　　　2005年現在・人員定員数を拡大することができ・

　　　育研究開発協会〔EARDSHE〕や国際教育開発コン　　　　　2名の正教授、1名の准準教授、7名の助手と秘

　　　紬膿鼎露錨譜欝論蕪　　諄1・名の特別力ジェクト礪員で構成されて
　　　れていない。（詳述と参照：Berendt　2005・2006）　　　　　いる。またFDネットワークが、大学と専門大学

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　のレベルで構築されている。

筆者は、これらの開発に積極的に関わってきた。　　　○バイエルン〔BY〕州では、大学教員のFD義務化

（詳細は、出版リストを含むHP、　　　　　　　　　　　　を定めた新法を背景として、すべての大学に特別

http：〃userpage。fu－berlin．de／－bberendtを参照）　　　　　　　の予算措置が行われている。

4．1999年以降のドイツにおけるFDブーム　　　　　　新しいFD研究部が、ハンブルク〔HB〕州、ヘッセ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ン〔HE〕州（ギーセン）、シュレースヴィッヒ・ホル

　4．1　概観　　　　　　　　　　　　　　　　　　シュタイン〔SH〕州（リューベック）に追加設置さ

　ボローニャ・プロセスが正式にスタートした直後の　　れた。さらにFD研究部設置の気運が、ザクセン

1999年に、質の保証に関する議論が増大した。FDの　　〔SN〕州、ザクセン・アンハルト〔ST〕州とチューリ

発展は、印刷物（たとえば、Berendt　2002，2006，　　ンゲン〔TH〕州（エアフルト、イエナ）で始まって

Wblbers　et　al．2003，　Brendel　et　a1，2005）によって十分　　いる。また追加されたFDネットワークは、協同事業

に伝えられている。教授中心から学習中心の教授法へ　　を開始している（AHD　2006）。単一のワークショップ

の転換は、重要な焦点（たとえば、Berendt，　Vbss，　　やモジュールから、修了証明書を発行（たとえばバイ

Wildt　2002－2006，　Welbers　2003，　Welbers，　Gaus　2005）　　エルン〔BY〕州、バーデン・ヴュルテンベルク　〔BW〕

であり、学生の学習に関する研究結果は今もなお重要　　州、ニーダーザクセン〔M〕州、ノルトライン・ヴェ

な基盤になっている（要約：Berendt　2005a、詳述：　　ストファーレン〔NW〕州）するような研修プログラ

Wild　2000）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ムにいたる、幅広い領域のプログラムが提供されてい

　FDは2005年から2006年にはドイッ16連邦州の内12　　る。ハンブルク大学は、　FDプログラムの参加者にマ

州で提供されている。大学内に設置された幾つかのF　　スターの学位を提供している（Merkt　2006）。

Dの研究部が、1970年代以降プログラムを提供してい

る（自由ハンザ都市ハンブルク〔HH〕に1研究部、　　　4．2　FDの質保証に関する「ドイツ大学教授法研

ヘッセン〔且e〕州に2研究部、ノルトライン・ヴェス　　　究協会（AHD）」の役割

トファーレン〔NW〕州に4研究部）。これらのうち　　　AHDの活動には、（a）認定、（b）特別なガイドライン

幾つかのものは、改名した。ニーダーザクセン〔M〕　　の作成、（c）諸委員会やドルトムント・スプリング・ス

州ブラウンシュバイクのFD研究部は2000年に創設さ　　クール（春期研修会）の開催がある（詳細な説明は、

れて拡大し、ニーダー・ザクセン〔NI〕州高等教育の　　8．1と8．2参照）。

教職員に対する責任を持っている。メクレンブルク・

フォアポンメルン〔MV〕州の小さな部局は、1997年　　　（a）認定

に活動基盤を設置し、プログラムを提供している。科　　　「欧州高等教育SDネットワーク（ENSDHE）」を設

学技術専門学校（〔PT〕＝専門大学）レベルについて　　置する際に、「ベルリン自由大学FD研究部」は、

は、バイエルン〔BY〕州や自由ハンザ都市ハンブル　　1986年にドイツ国内協力支部となった。1998年には、

ク〔HH〕の研究部が30年ほど前に活動を開始し、現　　筆者はドイツのコーディネーターとして、「ドイツ大

在活動を継続している。　　　　　　　　　　　　　　　　学教授法研究協会（AHD）」に「大学教育における教

　ブームは、特にバーデン・ヴュルテンベルク〔BW〕　　育コンピテンシーに関する資格証明」ワーキンググ

州やバイエルン〔BY〕州、ノルトライン・ヴェスト　　ループを創始した。主要な目的は、コア・カリキュラ

ファーレン〔NW〕州に認めることができる。これら　　ムを開発し、ワークショップの認定基準を開発するこ

の州では、担当大臣によって特別の財源が支給されて　　とであった。ワークショップでは、国内レベルでコ

いる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ア・カリキュラムの実現をサポートすべきであり、そ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の基準を設定すべきだったのである。作業の進行中に

　○バーデン・ヴュルテンベルク〔BW〕州では、す　　は、英国でのFDに関する手順が分析され、認定を含

　　べての大学のFDに対するニーズをカバーするた　　む様々な面が選ばれて、まとめられた（Berendt

　　めに、特別の機構内に12の研究部が創立されてい　　2003）。

一159一



　グループ・メンバーは「ドイツ大学教授法研究協会　　準備している。（例えば、教授と学習の制度的背景、

（AHD）委員会」と「ベルリン自由大学FD研究部」　　学生の学習、カリキュラム改革、学問分野の文化、　F

の代表者で構成され、その主な目的を達成した後、　　Dなどに関する研究。）

2000年10月に認定応募者のため、最初のコロキウムを　　　FD専門家を対象とするドルトムント春期研修会

準備した。「ドイツ大学教授法研究協会（AHD）」理　　（DOSS）は、2004年と2005年、2007年に開催されて

事会は、コロキウムと提出資料の結果をもとに、FD　　いる。

研究部8機関から13名の専門家によって発表された19

のワークショップを認定することができた（詳細は

Berendt　2006，27頁を参照〉。

　2001年には、認定の仕事を継続するために、「ドイ

ツ大学教授法研究協会（AHD）」総会でフーバーを議

長、ベーレントを副議長として「AHD認定委員会
（AKKO）」が設置された。認定の手順と基準に関する

情報は、表2参照オンライン（www．ahd－hochschuldidak－

tik．de）でも入手可能である。ホームページには形態

30種に関する詳細な説明がある（詳細な説明は、8．1

と8．2参照）。

　（b）「ドイツ大学教授法研究協会（AHD）」ガイド

　ライン

　2004年には、ドイツ大学教授法研究協会（AHD＞

特別ワーキンググループが、既存のFD概念を分析し、

ガイドラインを準備するために設立された。ガイドラ

インはボローニャ・プロセスに従い、FDプログラム

の新しい開発やその基準設定のあり方を考慮したもの

であるべきであった。その成果は、ヴィルトとミュル

マンによる原案に短くまとめられ、これをもとに2005

年のAHD総会で基準は以下のように決定された。

○テーマ領域は次のとおりとする。：

　教授と学習、試験、コンサルテーション、学習と

　教育の評価、革新

○研修量は200～240時間とする。

03モジュールを提供する。

○形式は、記録し評価されうる実践指向型学習ば

　かりでなく、ワークショップ、コンサルテーショ

　ン、実習、自己管理を含む。

　ガイドラインは、モジュールと修了証明書のための

最小限の基準であることをねらいとしていた。教育コ

ンピテンシーを高めることは、FDおよび組織開発の

不可欠な部分とみなされ、そしてこのことは、教育と

勉学の質の開発と保証のためにきわめて重要であった。

　（c）AHDの「FD委員会」、「研究委員会」、「ドルト

　ムント春期研修会」　　　　　　　　　　　　　　　　筆者論文（Berendt　2006）は、ポロ＿ニャ．プロセスに

　FD委員会は、バタグリア（Battaglia）を議長とし　　おけるFD専門家の役割に関する詳細と数多くの参考文献

て・上述のワーキング・グループの作業を継続し・FD藷灘百臨灘灘翻19）会HD2°°6年大会基調

の評価を分析している。研究委員会は、ビュロウ・

シュラム（BUlow－Sc㎞a㎜）を議長とし、　F　D専門

家による過去と現在進行中の研究に関するレポートを

表4：1999年～2005年ドイツでの画期的な出来事

1999年： OFDへの要望が増し、ブームの始まり
將ﾇ加の法と規定（教授任命の条件）
宦uドイッ大学教授法研究協会（AHD）」に
@FDコア・カリキュラムに関するワーキング
@グループの設置
nAHD大会：「学習改革による挑戦／高等教
@育（大学）研究による解決」

2000年： OAHDワーキンググループ：FDのためのコ
@ア・カリキュラムに関連するFDシンポジウ
@ム／AHDによる認定開始
寞兼激hイッ地域内でいくつかのFD研究グ
@ループ活動

2001年： ○バーデン・ヴュルテンベルク〔BW〕州／
@ノルトライン・ヴェストファー】ノン〔NW〕
@州：FDプログラムの開始あるいはその拡大
@とFDセンターの追加的設置に対して、関
@係省が財政的支援
寃＜Nレンブルク・フォアポンメルン〔MV〕
@州やチューリンゲン〔TH〕州のように、
@旧東ドイッ地域では関係省や大学がFDに
@対して財政的支援
宦uAHD認定委員会（AKKO）」と「研究委
@員会」の設置

2002年： ○「AHD認定委員会（AKI（0）」：ワーク
@ショップ、モジュール、プログラムの認定
@を追加

2003年： ○バイエルン〔BY〕州：教授に対してFD
@ワークショップへの参加を要求する、とバ
@イエルン州議会が決議。
寃oイエルン〔BY〕州ですべての大学に対
@してFDへの財政的支援
寃mルトライン・ヴェストファーレン〔NW〕
@州で、FDネットワークが創設される。
nFDに関するAHD大会：「大学教授法の資格
@化」

2⑪04年： ○第一回「ドルトムント春期研修会
@（DOSS）」開催
nAHDワーキンググループ：「FDプログラム
@の基準一モジュール化と修了証明」
宦uAHD認定委員会　（AKKO）」1認定の追加

2005年： ○第二回「ドルトムント春期研修会
@（DOSS）」開催

nFDに関するAHDガイドライン
nAHDワーキンググループから「FD委員会」

@に
nAHD認定委員会　（AKKO）」：認定の追加
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5．「成功した」構想の例一著者の実践から　　　　　　次の節では、筆者が実施したベルリン自由大学の例

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に焦点をあてる。そこには、「カリキュラム」、「参加

　5．1　はじめに　　　　　　　　　　　　　　　　　者中心型ワークショップの基本理念」（局面モデル）や

　「教授中心から学習中心の教授法への転換」は、ボ　　実践例「ワークショップ：学生中心型のアプローチと

ローニャ・プロセスの中心的課題であり（Wildt　2004）、　アクティブ・ラーニング法による効果的な教育」が含

様々な局面における多様な変化や革新のための論拠と　　まれる。（付録2＞

して用いられている。以下は、その例である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5，2　カリキュラムの開発一有用なプロジェクト

　○「教員を伴わない学習」（たとえば、マルチメディ　　　1975年に、私はドイツで最初のパイロット計画およ

　　ア方法、遠隔学習コース、多様な自立的学習の形　　び調査研究プロジェクト「アカデミックスタッフ・

　　式）という代替教授法の開発　　　　　　　　　　ディベロップメントのためのカリキュラム開発、テス

　○学習スキルや個別相談に関する学生のためのコー　　　トと評価」を創始した。これは、連邦教育省教育計画

　　スの開発　　　　　　　　　　　　　　　　　　委員会や、ドイツのいろいろな連邦州の大臣を含む連

　○「教員認定枠組み」づくり、これは一定の目標と　　邦州教育計画委員会（肌K＞、およびベルリン自由大

　　学習成果に基づく基準をねらいとする一方で、基　学から経済的支援を受けていた。

　　本的な諸原理や価値に向けられるものである。　　　　プロジェクトは参加者中心型の方法を利用し、これ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　が1976年に創立された「高等教育アカデミック・ス

　「教授中心から学習中心の教授法への転換」はまた、　　タップ開発研究部」の制度的基盤となるFDプログラ

FDプログラムの基盤になりうるし、ワークショップ　　ムを始めるために有用な戦略になることを証明した。

や個々のワークショップの基本理念となり得る。成功　　　　参加者中心型の方法は、大学教員の間にあるニーズ

した良い実践例は、進行中の議論においてモデルとし　　の分析を伴う。これをもとに、種々の提供プログラム

て用いることができる。　　　　　　　　　　　　　　　が段階的な戦略で開発されていった。ワークショップ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　での匿名のフィードバック（「何を維持すべきか」「何

　ユネスコの「高等教育スタッフ開発：21世紀へ向け　　を変えるべきか」）が、ワークショップの基本的理念

て」（1994）に関する先の出版物において、私は、ユネ　　の革新や新しい提供プログラムの開発に利用された。

スコ欧州高等教育センターによってコーディネートさ　　35のワークショップやコースを開発したプロジェクト

れた、欧州高等教育スタッフディベロップメント・　　の成果が、多様なモジュールから構成される公開カリ

ネットワーク（ENSDHE＞での経験をまとめた。そ　　キュラムとなった。モジュールは、教員が選択できる

の中のいろいろな節には、FDの歴史的背景やその領　　種々の領域を重点的に取り扱う。付加的な要素として、

域、およびサリー大学やベルリン自由大学のようなス　　コンサルテーション、自己学習資料、文献やビデオの

タッフ開発や教育開発研究部におけるこの分野での成　　コレクションが含まれている（詳細：Berendt

功した構想が掲載されている。欧州での議論の結論と　　1980，2007）。

して、成功するFD構想の特性は、次のようなものと　　　このような考えは、高等教育アカデミック・スタッ

考えられている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　フ開発研究部のプログラムの基盤になった。また組織

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（大学の諸委員会）、作業部会や個々の部局メンバーの

　○機関及びそのメンバーのニーズが、活動、トピッ　　必要性を背景として、種々の可能な提供プログラムが

　　ク、方法を選択する際の根拠になる。　　　　　　　開発された。高等教育の教授・学習の理論や実践の新

　○知識の習得、スキルの改善、態度の変化を目的と　　たな開発が、そうしたプログラム提供を豊かにしてい

　　するワークショップは、教員スタッフを対象とす　　る。追加の「条件に合わせた」コース、ワークショッ

　　る場合の最上の方法であり、FDプログラムの中　　プと講演は、要望に応じて実施可能とされた。1992年

　　心である。　　　　　　　　　　　　　　　　　　から1994／1995の冬学期の間に、この研究部が主催し

　○ワークショップは、参加者の実践を始点とし、　　た、ワークショップや国内および国際会議に2300人が

　　彼らに合った解決策の開発を目的とした、課題中　　参加した。1～2日間のワークショップへの参加を求

　　心の方法を採用するべきである。　　　　　　　　　められるようになり、1994／1995年の冬学期から組織

　○ワークショップは、他の活動、たとえばコンサ　　　レベルでのワークショップへの参加申し込み数は、年

　　ルテーション活動、自己研究資料の準備、調査研　　問600人に近づいている。26のワークショップに関す

　　究、授業での成績評価や視聴覚メディァなどと関　　る詳細な目録や出版物のリストは、入手できる。

　　連している。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　70年代以降、西側および東側ヨーロッパとアフリカ

　○大学教員が主たる顧客であるが、教授・学習の恩　　　における大学やFD・教育開発研究部の密接な連携が

　　恵を受ける他の人々（例えば、学生や雇用者など）　　行われてきた。ワークショップが、欧州やアラブ諸国

　　も特別な催し物に参加している。　　　　　　　　　内のユネスコスFDネットワーク内や、　ECテンパス・
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プロジェクトおよびドイッ国際開発基金のプログラム　　　　ント（FD）コースまたはワークショップへの

（DSE）において実施された（詳細：Berendt2008）。　　　　　フィードバックとして準備する。一（局面孤）

　調査研究の1つの焦点は、西欧および東欧諸国の高

等教育教員を対象とする、初期および進行中のFD研
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　参加者の
修プログラムを比較分析することであった（出版物リ　　　実践経験

ストはhttp：〃userpage．fuberlin．de／～bberendtに掲載）。

アフリカ大学協会ナイジェリア大会での基調講演「い

かにFDセンター／研究部を大学で始めるか」では、

いくつかの経験に基づいた結論が総括され今後の論議

に対する提議がされている（Berendt　1989，2001）

参加者の
実践

・一 @　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　。　　　　　　　　　　　　　　　　フィードバック　　　　　　　　　　　　試行

5．3参加者恥型ワークショップの基本的理念　図2：毫轡におけるスタッフ’ディベ゜ップメン

　FD専門家は、自分が「説いて」いることを実際に

行い、して見せることを心がけなければならない。こ

のことは、教授中心から学習中心の教授法への転換、　　　5．4　実践事例：「ワークショップ：学生中心型の

よい教授法、コースの計画や運営について、自分が伝　　　方法およびアクティブ・ラーニング法による効果的

えたい知識を自分のワークショップの中で適用するこ　　　な教育」

とを意味する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　このワークショップは、その基本理念および参加者

　これらの考えに従って、筆者は次のような参加者中　　へのプログラム内容の通知（付録2）による、特に以

心型の基本理念を、前述のプロジェクトに関連して開　　下のことに関連づけることを試みる。

発した。数年を通して、これが参加者の実際の実践を、

一方では研究成果に基づく理論や情報と結びつけ、他　　　○参加者の既習得知識や経験、現在の問題や解決

方では実践的スキルのトレーニングに結びつけるため　　　　への期待

に大変役立つことが分かった。それはまた、筆者が東　　　○教授中心から学習中心の教授法への転換に関す

欧やアフリカの大学、フィリピン大学で行った「学生　　　　る情報

中心の方法およびアクティブ・ラーニングの方法によ　　　○参加者が提起した課題を解決していくために、

る効果的な教育」に関する様々なワークショップにお　　　　参加者中心型やアクティブ・ラーニング法を適用

いても役立った（詳細は、付録2および5．4節参照）。　　　　する演習

その基本的な考え方はつぎのように総括できる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ワークショップには、認知レベルと同様に経験レベ

　○参加者の職責に関わる主な問題や学習の関心も含　　ルが含まれている。それは、スキルの開発に知識を適

　　んだ、参加者の職分、前提知識および経験のリス　　用することを意味するとともに、態度や価値観の変化

　　トおよびニーズ分析といった人物記録は、ワーク　　をねらいとしているからである。ワークショップの最

　　ショップのトピック、作業や練習を選ぶ基準にな　　後には、参加者は、少なくとも異なる10のアクティ

　　る。一（局面1）　　　　　　　　　　　　　　　　ブ・ラーニングの形式を経験し学ぶことができる。

　○ワークショップ中、それぞれのトピックは、WS　　　このワークショップは、私たちのFD研究部が組織

　　企画者が情報を提供する全体会で始まり、その後、　的レベルを対象に、何年も定期的に提供しているもの

　　グループでの議論が続く。一（局面H）　　　　　　の一部となっている。このワークショップは、東欧諸

　○次に、小グループでの作業が行われる。そこでは、　国（チェチエン、ハンガリー、スロベニアなど）、ア

　　参加者は与えられた情報を用いながら、自分たち　　フリカ諸国（ナミビア、レソト、スワジランドなど）

　　の実際の実践に関連した問題を解決しなければな　　の大学教員を対象に多様な形で実施されてきた。1997

　　らない。課題や演習については、文書で作業内容　　年および1998年には、筆者は、フィリピン大学とドイ

　　や時間の制限が示される。一（局面皿）　　　　　　ッ国際開発基金との「地域経済振興のトレーナー訓

　○次の全体会では、グループは、その成果をいろ　　練」のプロジェクトで、この考えを用いた。

　　いうな形式で報告する。一（局面IV）　　　　　　　　1997年の最初の会議で、トレーニング・マニュアル

　○様々な成果が議論され検討される。その後、参　　の主要な考えが11人の参加者とともに開発された。

　　加者の実際の実践で適用が可能かどうか議論され　　1998年の第2回会議の終わりには、参加者は18のモ

　　る。一（局面V）　　　　　　　　　　　　　　　　ジュールをグループワークの成果として発表した。そ

　○実地研修の場合、参加者はワークショップの成　　の参加者には、ほとんど、もしくは全く教育経験のな

　　果を実践的に検証し（局面VD、参加者の経験に　　いのが17人、2年以上の教育経験のあるのが16人（そ

　　ついての報告を、次のスタッフ・ディベロップメ　　のうち4人は1997年の参加者）が含まれていた。「地
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域経済振興」の領域については専門家が担当していた　　　この手順や結果の詳細は、報告書に掲載されている。

ので、筆者は、効果的な教授法、参加者中心型のアク　　そこには特に、どの程度まで参加者中心型の方法やア

ティブ・ラーニング方法、模擬ミニ授業や、授業の計　　クティブ・ラーニングの方法が適用されうるのかが示

画と討論に集中した。　　　　　　　　　　　　　　　されている。これらには何を学んだか、何を実践的に

　この「地域経済振興のトレーナー訓練」の期間は7　　適用したいのかという質問に対する参加者の回答も含

日間で、筆者は第3、4、5日目を担当した。これら　　まれている。この結果参加者および彼らのニーズのリ

ニつの会議で、以下の方法が参加者中心型の方法を実　　ストづくり、ブレインストーミング、バズグループ、

現させるのに役立つことが分かった。　　　　　　　　　メタ・プランの原則、フィッシュボール（金魚鉢）、賛

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　成一反対の討論法が有効であることがわかってきた。

　○参加者の自己紹介リストづくり（氏名、所属機関、　　アクティブな活動に参加できた場合、ワークショッ

　　職分、トレーナーとしての経験年数を示すカー　　プは刺激的で興味深く、大変効果的だと評価された。

　　ドをピンボードに貼る）　　　　　　　　　　　　継続的活動への要望リストには、特別なワーク

　○（第1回のミーティングで）トレーニング・マ　　ショップのみならず、蓄積されたビデオテープや自己

　　ニュアルの開発に関する問題点のリストづくり、　　学習資料が挙げられている。

　　もしくは、（第2回のミーティングでの）地域経　　　今後のワークショップでは、次のような特性が継続

　　済振興におけるトレーニングの計画および運営に　　されるべきであろう。

　　関する問題点のリストづくり

　○第1回のミーティングで「伝統的な」60分間の講　　　○参加者の文化や背景にあわせた方法論

　　義を、効果的な教授・学習方法およびの参加者中　　　○参加者中心型の方法／参加者中心のプロセス

　　心型の方法で行う。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　変更を要望したのは4つの回答のみで、それは開催

　参加者の自己紹介リストづくりは、ワークショップ　　地と時間による制約についてであった。

の最初に、同質のバズグループ（2，3人でおしゃべり　　　以上の基本理念の価値と有用性は、今もなお明白で

するグループ）もしくは作業グループ作りに役立った。　ある。2000年に筆者のワークショップが認定されて以

このグループは、条件にあった課題を作業するための　　来、特に既述のワークショップに対する要請が続いて

ものである。問題のリストづくりは、参加者の興味関　　いる。2006年には、フランクフルト大学、2007年には

心の内容やトピックを明らかにするのに役立った。参　　ブラウンシュヴァイク大学や徳島大学に筆者は招待さ

加者は、問題関心に基づいて様々な参加者中心型の方　　れた。すべての場合、ワークショップの内容を最新に

法やアクティブ・ラーニングの方法を用いる解決法を　　したり条件に合わせたりするための基本として、基本

つかむことができた。また、参加者は60分間絶え間　　的理念は有効であった。徳島でのワークショップでは、

なく話し続ける「伝統的」講義によって受講者の受身　　フリップ・チャートでの参加者コースや主要な問題の

的役割を経験した。これによってワークショップ参加　　説明、それに続いてテキストに基づく演習を実施した

者は、諸問題をはっきりと理解し確認することができ、　（『ベーレント報告書』2008参照）。いろいろな局面を

教授法の選択肢についてより多く学ぶよう動機付けら　　経た後、参加者は各自の実践向けにデザインしたコー

れた。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　スのために新しい教授法を開発した。

　参加者中心型の評価は、次の質問項目に集中してい

る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5．5　協働プロジェクト　（ベルリン自由大学とア

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　レッポ大学との「新しい教授・学習方法」：FD協働

　1．私は何を学んだか。　　　　　　　　　　　　　　　プロジェクトモデルづくり）

　2．どのように活動的な参加の可能性があったか。　　　　アレッポ大学（シリア）とベルリン自由大学（高等

　3．どのような継続的活動が提供されるべきか。　　　　教育FD研究部））問の協働プロジェクトは、2000年には

　4．a）何を維持すべきか。　　　　　　　　　　　5つの学際的なワークショップ、2002年には5つの専

　　b）何を変えるべきか。　　　　　　　　　　　　　門分野のワークショップを中心に実施された。およそ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　80名のシリアの大学教員が2000年に参加し2002年も同

　匿名性を保証するために、参加者はカードに回答を　　様であった。私は、2000年に「アクティブ・ラーニン

書いた。回答カードは、ピン・ウォール（ピンでカー　　グ」に関するワークショップ、2002年には「医学にお

ドを留めて展示する掲示板、訳注）に掲示され、その　　ける教育・学習の革新：PBL（課題解決型学習）中心」

結果について議論ができた。議論された結果は、新た　　のワークショップを実施した（総括：付録3、詳細：

なワークショップや、「地域経済振興のトレーナー訓　　Berendt　2005）。

練」プログラムでの他の活動を計画するために常に支

えになった。
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6．FDの評価　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の職業に対して準備させ、学生の個人的な発展を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　促し、広く先進的な知識の基盤を創造し維持して

　アカデミック・スタッフ・ディベロップメント活動　　　　行くことである。」（1．4節）

の評価は1970年代から重要問題になった。この評価に　　　　・「このプロセスの重要な成果は学習者中心の高等教

関する最初のパイロット研究プロジェクトは、5．2節　　　　育に向けた処置であり、教員主導の教育から離脱

でも述べたように、様々な形で評価を受けた　　　することである、という認識が広く共有されるよ
（Berendt　l980＞。ベルリン自由大学のFD研究部は、　　　　うになってきている。我々はこの重要な発展を支

プロジェクトの「成功」を背景として1976年に大学理　　　　援し続けるものである。」（2．1節）

事会や評議員会によって創立されたが、ここでもたび　　　　・「質の枠組みは、高等教育機関が学習成果に基づく

たび評価を受けている（詳細：Berendt　2008）。　　　　　　　モジュールや学習プログラムを開発する際に手助

　アカデミック・スタッフ・ディベロップメントのワー　　　　けとならなければならない。」（2．7節）

クショップ、モジュール、プログラムの評価結果は、　　　・「学習者中心と学習成果に基づく学習法をさらに進

AHDとAHD認定委員会（AKKO）による30以上の提　　　　展させるための次の課題はまた、国家的質の枠組

供プログラムを認定するための重要な評価基準となっ　　　　みや学習成果、単位、生涯学習を含んでいなけれ

た（表2参照；AKKOの詳細は、http：〃www／ahd一　　　　ばならない。」（3．7節）

hochschuldidaktik．de．，リンク「Akkreditierung」

と「akkreditiert」、8．3節）。　　　　　　　　　　　　　　　7．2　国家レベル

　FDの評価に関する詳細は、サムザー（Thumser－　　2007年と2008年に、学習成果と学習者中心のアブ

Dauth）の論文（2007）に含まれている。パートAで　　ローチを特に強調することで、教授中心から学習中心

は、質保証のためのFDの重要性が増していることを　　の教授法への転換を推進するための動向が続いていた。

FDの要求の増大や拡大、政治的論議によって示した。　　ボローニャ・プロセスの文脈では、教育を含む学習プ

FD研究部で実践された評価に関する詳細なドイツの　　ログラムの質保証が重要な焦点となっている。教育に

調査研究をもとに、彼女は用いられた方法と達成され　　関するこれらの議論には、明示的あるいは暗示的にF

た成果を確認した。成果に関してはサムザーは、主に　　Dによる教育の専門化とそれに対する財政的支援の可

欧州出身の研究者の論文と比較検討して論じている。　　能性が含まれている。これらは以前の勧告や決定を継

特別な節では、いろいろなモデルや焦点に基づいてド　　続するものである。この動向を示す指標として次のも

イツや英国におけるFD評価に関する研究を取り扱っ　　のが挙げられる。

ている。

　パートBでは、サムザーは欧州および世界的な論議　　　　・「ドイツ科学助成財団連盟」（以下、財団連盟）は、

を集約し、ひとつのモデルを開発している。それは3　　　　その綱領の中に高等教育での教育に関する将来の

つのレベルを含んで示される。他のパートではそのモ　　　　基本理念を盛り込み、様々な形態のFD活動を重

デルを実践に適用するための詳細や評価に焦点化して　　　　要な選択肢であると見なしている。財団連盟は

説明されている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「優秀な教育」の奨励を始めた。：大学や大学教員

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　個人の新しい構想や、FD研究部に対して500万
7．展望／ヨーロッパとドイツにおける最近の　　　　ユーロを支給するという（Stifterverb飢d　2008）。

　進展　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・ドイツ大学学長会議（HRK）は1）、2007年にブ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　レーメン大学学長を議長として教授と学習に関す

　7．1　欧州レベル　　　　　　　　　　　　　　　　　　る委員会を設置した。この議長は、ハンブルグ大

　ボローニャ・プロセスに参加した45ヶ国の高等教育　　　　学FD学際センターでFD領域に関する深い見識

担当大臣たちが、2007年3月英国のロンドンに会した。　　　と経験を得ている。ドルトムント大学FD学際セ

その会でのロンドン・コミュニケ「ヨーロッパ高等教　　　　ンター長を兼任する、ドイツ大学教授法研究協会

育地域に向けて：グローバル化する世界での挑戦に応　　　　（AHD）の会長でAHD認定委員会議長もそのメン

じて（2007年3月18日）」は2005年からの進展と2009　　　　バーの一人である。2008年1月には、大学学長会

年までの優先事項を総括し、さらに「2010年及びその　　　　議議長は財団連盟の奨励を歓迎した。彼女は、し

後を見据える」節を含んでいる。幾つかの重要な項目　　　　かしながら、財政的手段と法律のサポートが必要

は以下の通りである。：　　　　　　　　　　　　　　　　　であることを強調している（www。hrk．de／9

　・高等教育機関（HEI）が社会の発展に及ぼす重要　　　　　＿4015php）。

　　な影響力は、「学習、研究、知識と創造性のセン　　　　・連邦教育研究省（BMBF）は、継続教育の刷新を

　　ターとしてのそれらの伝統に基づくものである」　　　　進めることを任務とするワーキング・グループ

　　と再確認される。高等教育の目標は「民主的社会　　　　　（「継続教育嗣新グループ」）を2007年に設置した。

　　において学生を積極的な市民としての人生や将来　　　　特別なワーキング・グループは大学と科学者の継
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　　続教育を担当している。また、この省では、「大　　　　した。即ち、AHD認定委員会の準備した様式に

　　学での教育専門化に関する高等教育研究」という　　　　従った書類や資料を送付する所定の手続きの代わ

　　特別プログラムを開始した。プロジェクトは50か　　　　　りに、申込者は任意の書類と資料を送付すること

　　ら100％財政的に支援されている（BMBF2007）。　　　　も可能になった。つまり、AHD認定委員会は、申

　・ドイツ16州の教育文化大臣会議（KMK）は「優秀　　　　込者を招待し、コロキウム（ロ頭試問）で彼らの

　　な教育のための攻勢」を2007年に始めた。現在は、　　　プログラム、モジュール、ワークショップを実際

　　重要な決定を準備するために、既存のFDプログ　　　　に見せてもらう前に、事前に書類や資料が十分か

　　ラムに関する出版物や資料が収集されている。　　　　どうか判断できることになった。その上、AKKO

　　2005年には、教育文化大臣会議はFDプログラム　　　　でのこれまでの手続きに関する評価の結果や利点

　　が質保証のための主要な実行手段の一つであるこ　　　　も論議することができるようになった。

　　とを確認している（表1）。　　　　　　　　　　　　・「AHD理事会」は次の結論に達した。：すなわち、

　・「学術会議」は、その綱領に「教育の改革のための　　　　a）次回のAHD会議（インゴルシュタットで2008年

　　構造的勧告」を盛り込んで、年来の論議を継続し　　　　3月4－6日開催予定）のテーマは、「改革の第

　　た。ここでは、教授任命の際に教育コンピテン　　　　2波一ボローニャ・プロセス内での大学の最新開

　　シーの重要性が強調されている。「学術会議」も　　　発を背景としたAHDの将来の課題について」と

　　また、FDに関する文献と資料を送ることによっ　　　　すること、　b）次回の「ファカルィー・ディベロッ

　　て進行中のFD活動を支援するよう依頼している。　　　　プパーのためのドルトムント春期講座（DOSS）」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　は2009年3月に開催予定とすること。

　詳細な点を決定するのは、2008年と考えられている。　　　・最後に、しかし決して重要でないという訳ではな

その決定は新しいFDプログラムの開発や、16連邦州　　　　いが、　AHDは2007年にドルトムント大学で「高等

内の既存のプログラムの拡大を財政的に支援するため　　　　教育研究の協働」というテーマで中独シンポジウ

に特に重要なものである。　　　　　　　　　　　　　　　　ムを共同開催した。11の中国の大学から「中国高

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等教育研究協会（NASHE）」の15人のメンバーと

戴、鋤糞錨櫨晦繍霧慧翻灘覇　 9人のドイツ出身の礪者が参加した・私1まrF

析した、48の投稿論文からなる『世界への適応』を出版し　　　　Dにおける国際協働：効果的なアプローチへの例

た（HRK2007）。何がなされなければならないか、を述べ　　　　と結論」について講演した。
た結論では、a）学生のニーズ（Wilson，　p．10）、　b）教育の質

に関する確証可能な欧州基準、c）コンピテンシーの習得と　　　　　　　、
いう程度での学習成果の方針、d）ツールの改善による流動　　　7．4　ドイツ連邦の州レベル

性の向上・の4点についてより集中的に考察されている。　　　ヨーロッパとドイツにおけるFDの画期的出来事お

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　よびドイツでのFDのブームに関する概観は、2002年

　7．3　ドイツ大学教授法研究協会（AHD）の活動　　　と2006年の筆者の出版物を基にした第3節／4節で論

　・「AHD研究委員会」は、（FDを含む）高等教育の　　じられている。（NHHL　21、　L2．2節とL1。1節に多くの参

　　分野における出版物に関するアンケートを開発し、　考文献付記）

　　高等教育のデータベース作りのための準備作業を　　　FDのブームと、省庁や大学からのFD活動に対す

　　終了している。　　　　　　　　　　　　　　　　る財政的支援は、特に、バーデン・ヴュルテンベルグ

　・「FDのためのAHD委員会」は、ボローニャ・プロ　　州、バイエルン州、ノルトハイン・ヴェストファーレ

　　セスの文脈において「学習者中心」の教育を行う　　ン州とニーダーザクセン州において続いている。FD

　　大学教員のための教育コンピテンシーの一覧草案　　の総合的制度を提供し、このプログラムへの参加を義

　　を完成させた。その草案は「FDに関するAHDガ　　務づける傾向がある。（註：詳細なプログラムは要望が

　　イドライン2005年」についてのさらなる議論の基　　あれば入手可能である。その最も良い事例は8．3節に

　　本となるだろう。（42（b）節で論述。）FDの評価の　　記載されている。）ヘッセン州とチューリンゲン州で

　　分析については、次の会議で重点的に論議される　　は、新しい活動や追加の活動が始まっている。（その

　　予定である。（2007年に出版されたThumser一　　詳細はまもなく入手できるだろう。）

　　Dauthの博士論文が、よい基礎的研究となるだろ　　　第7．2で述べたように、ベルリンでは（また連邦に

　　う。）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　おいても）教育文化大臣会議（KMK）の会長でもあ

　・「AHD認定委員会（AHD－AKKO）」は、　FDのプ　　る教育担当大臣が、「教育運動（教育的攻勢）」を2007

　　ログラム、モジュール、ワークショップについて　　年にスターとさせた。彼は特に「ベルリン高等教育教

　　の追加認定を継続する準備をしている。前回の会　　授専門化研究所」の創設を提唱している。

　　議でその手続きと基準が承認された（詳細は
　　8．34．3節を参照）。しかしながら、AHD認定委員会　　　2）NHHL・『高等教育新ハンドブック』（大学教授・学
　　は別の認定申し込み方法も可能にすることを決定　　習に関するハンドブック）は・B・ベーレント・HPフォ
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スとエヴィルトが共同で編集したもので、新潟大学大学　　日独協働を継続するための結論に関するエピローグも

鵜野聲高量縁讃騨難議1言麗21鍛含まれている（2・・7年8月25日付け原稿：
授中心から学習中心の教授法への転換」を含めた、高等教　　Berendt2008b）。さらに詳細な結論は、筆者の出版物

育に関する教育・研究・コンサルテーション・開発の刷新　　やこの論文に引用されている包括的な参考文献に記載

野撫灘雛酷翻轟1轟馨窮霧1されている・
ンに分けて収録している。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　a）国際的およびヨーロッパレベルでは、FDは高等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　教育に必要な変化を促す「極めて重要な技資」と

　7．5機関別レベル：ベルリン自由大学（FUB）の　　　　見なされている。その変化には例えば、教授中心

　事例　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　から学習中心の教授法への転換、学習成果指向・

　FDに関する論議と1976年に創設されたベルリン自　　　　学生中心指向などが挙げられる。（付録4：国際的

由大学「高等教育FD研究部」の継続についての議論　　　　合意：21世紀の高等教育を背景とするFD）

は、教育大臣による運動と第7、1節から7．4節で述べた　　　b）多くのドイツの州では、FDはボローニャ・プロ

ような発展によって、十中八九ほとんど再開されるで　　　　セスにおける高等教育の質保証の点から重要な活

あろう。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　動になり、専門的に教育をするためや教授になる

　2007年には、ボローニャ・プロセスに関連した分野　　　　ために極めて重要であると見なされている。FD

と話題に関する重要な研究と、教育の専門化に関する　　　　プログラムに参加することを義務化する傾向があ

継続的議論が、特に教育学と心理学の教員によって行　　　　る。

われた。それらのいくつかに関するこれまでの主な結　　　c）ドイツ大学教授法研究協会（AHD）は、ほぼ40

果と処置については『高等教育新ハンドブック　　　年間のFDの研究、研修、コンサルテーション、

（NHHL）』で発表されているか、あるいは数ヶ月後に　　　　開発に関する専門的意見や得られた結果を統合す

は前刷りで入手可能である。これらの出版物は以下の　　　　ることによって、FDの質保証のための様々な活

事柄に関するものである。　　　　　　　　　　　　　　　　動・方法を開発し続けて来た。特に、2005年の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　AHDガイドラインはFDカリキュラムの有益な枠

　・FELZ一学生の作業量に関するデータを集める方　　　　組みであると見なすことができる。その上、2001

　　法（Thiel，　Ficzko，　Bluthmann，12．6節）　　　　　　年からはAHD認定委員会（AHD－AKKO）が表

　・学生のコンピテンシーを評価するためのベルリン　　　　示している基準があり、2000年のAHD理事会によ

　　の法（Bra皿，近刊）　　　　　　　　　　　　　　　るFDのワークショップ、モジュール、プログラ

　・ボローニャ・プロセスの文脈での学士課程内の研　　　　ムの認定は、検証可能な基準と透明性のある手続

　　究組織の評価：アンケート作成（Bluthmann，　　　きに基づいている。

　　Fic£ko，　Lepa，　Thiel，近刊）　　　　　　　　　　　d）FDプログラムを大学教員の仕事と役割（例えば、

　・卒業生質問調査の結果一大学教育に関する結論　　　　授業、試験、コンサルテーション、研究と教育の

　　（Gruhn，　Hecht，　K　1．2．節）　　　　　　　　　　　　　　評価、大学革新）に結びつけることが極めて重要

　・科学者の継続教育プログラム（Marks，近刊〉　　　　　　である。大学教員をFDプログラムに参加するよ

　・学生による自己学習過程の説明一セミナーの結論　　　　　う動機づけるためには、根本的にワークショップ

　　（Star翼近刊）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を中心とし、少なくとも自己管理学習や個別のコ

　・「教育への適応」プロジェクトによる質保証に関　　　　ンサルテーションで完了させるべきことが立証さ

　　するFD特別プログラムを記載した、以前の出版　　　　れてきた。国際的協働においては、講師を招いて

　　物（Soellne島Lubeck，　J．1．2．節）　　　　　　　　のワークショップがFDプログラムをスタートさ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　せたり、FD既存のプログラムを補完するのに極め

8　今後の日独協働に向けた結論　　　　　　　　　　　　て重要であることが分かった。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　e）行動計画と今後の議論についての一般的な問題は

　8．1　概論的結論　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　協働作業を支援可能にする、ということが、種々

　幾つかの結論は、日本語で出版された「ベーレント　　　　のアフリカや、アラブ、アジアの大学・教育機関

講演会報告』（2008）から引き出せるだろう。この報告　　　　における筆者の個人的経験によっても示されてい

書には、2007年に新潟（大学教育開発研究センター）、　　　　る（詳細はB．8erendtホームページ、第8．2節）。

徳島（大学開放実践センター研究開発支援部）、名古　　　f）筆者の個人的経験から、よい実践事例に関する情

屋（高等教育研究センター）で行われた筆者の講演に　　　　報が、FDワークショップ、モジュールや協同プロ

関する原稿が収録されている。また、筆者のワーク　　　　ジェクト内のプログラムの開発を促進することが

ショップ「学生中心型アプローチとアクティブ・ラー　　　　できること、プログラムに大学教員を参加するよ

ニングの方法による効果的な教育」からのテキストと、　　　う動機づけることにもなることがわかってきた。
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　AHDが認定した30以上のワークショップ、モ　　　8．3　認定評価されたFDワークショップ・モ

　ジュールやプログラムは、AKKOのホームページ　　　ジュール・プログラム

　上に表示されているが、日独の協働プロジェクト　　　8．3．1AHD認定委員会（ahd－akko）

　内でFD成功事例として用いるか、あるいは、日　　　すでに第4．2節と表4で述べたように、　FDの認定は、

　本のFDカリキュラムの開発につなぐことが可能　　「大学教育における教育コンピテンシーに関する資格」

　である。さらに、他の質保証機関によって「良」　　ワーキング・グループ（議長：BBerendt）によって準

　と評価された2つのプログラムは、事例として用　　備された成果とコロキウムに基づいて、AHD理事会は

　いることができる（詳細：8．3）。　　　　　　　　　2000年にFDの認定を開始した。以下はその一部の詳

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　細である。

8．2　FDの行動計画と今後の議論に関する一般的

な問題一事例と提案　　　　　　　　　　　　　　　　・ワーキング・グループは、ドイッFDセンターと

8．2．1　日本の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　AHD理事委員会メンバーからの8名で構成され

　例えば、次のようなものがあげられる。　　　　　　　ている。

・高等教育における教育の専門化の領域と構成（研　　　　・ワーキング・グループによって準備されたコロキ

　究、研修、コンサルテーションを含む既存のFD　　　　ウム期間に、3回以上上首尾に実施された23の

　へのアプローチ）　　　　　　　　　　　　　　　　　ワークショップが13名の申請者によって紹介され

・高等教育の大学教員と学生の抱える主な問題点　　　　　た。そのうちで認定された19のワークショップは、

・大学の主な仕事と高等教育の目標　　　　　　　　　　　テーマ分野としてはa）研究と教育に関するより広

・大学教員の仕事　　　　　　　　　　　　　　　　　　い関係、b）教授と学習、　c）コンサルテーションと

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　試験、d）実践指向のコンサルテーション（例えば

8．2．2　今後の協働に対する日本のFD専門家のニー　　　　コーチング、メンタリング）に関するものであっ

ズと期待　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　た（詳細：Berendt2003，2006）

8．2．3　予想される主な目標と領域　　　　　　　　　　　第42節で述べたように、AHD－AKKOは、前述の作

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　業を続けるためにAHD総会によって設置された（委

8．2．4　予想される対象グループと焦点　　　　　　　　員長：LHuber；副委員長：B．Berendt）。AHD－AKKOホー

例えば、次のようなものがあげられる。　　　　　　　ムページには、使命、目標、次回の申請やデータに関

・高等教育の教員がFD活動に参加するための動機　　する案内、メンバー、手続き、必要な詳細情報や資料

　づけ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（評価に関するものも）、基準や必要な特徴（表2）再

・高等教育の初任者とベテラン教員に対してのFD　　評価のための項目が掲載されている。ここにはまた

　カリキュラムの開発　　　　　　　　　　　　　　「FDカリキュラムの構成要素」も含まれる。　FD関連項

・教育の質保証への行動開発　　　　　　　　　　　目のモデルは以下のものを含む。

　＆2．5継続期間　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・コンピテンシーのリスト

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・知識の概観

　8．2．6　適切な活動　　　　　　　　　　　　　　　　　　・専門的継続的開発のための形態リスト

　　例えば、つぎのようなものがあげらる。

　・ワークショップ、モジュール、プログラム　　　　　　その詳細は、以下のとおりである。

　・ワーキング・グループ、ネットワーク　　　　　　　・大学教員によって獲得されるべきコンピテンシー

　・認定評価の状況下での同僚によるレビュー　　　　　　　のリストは、a）学習状況と学習プロセスを分析で

　・共同研究プロジェクト　　　　　　　　　　　　　　　きる、b）学習コース・1回毎の授業・モジュール

　・将来の共同研究を議論する日・独シンポジウム　　　　　を計画できる、c）学習状況を計画し「作り出す」、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　d）学習を促すように教授する、e）研究の目標・戦

　8．2．7　財政面：スポンサーと財政状況　　　　　　　　　　　略・計画に関してコンサルテーションができる、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　f）学習方法・課題・問題に関してコンサルテーショ

　8．2。8参加する専門家の背景　　　　　　　　　　　　　ンができる、g）試験する、　h）評価する、を含む。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・必要とされる知識は、a）機関の事情「個別の大学

　8．2．9　有益な戦略　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の文脈」、b）教師と学習者の個人的前提条件、　c）

　以上のような問題点に対する議論の背景となる行動　　　　　目標・内容・方法・手段・活動、d）試験と証拠の

計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　形式、についてである。a）～d）は相互依存的要

　・「何を？」　「誰に？」　「いつ？」　　　　　　　　　　素とみなす。
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　・専門的継続的開発は、次のように定義される。a）　　　教育新ハンドブック』L章2．3節（Battaglia）参照）

　　自分自身の学習の反省と開発、b）他人との交流、　　　・ハンブルグ大学の修士課程は、異なる学問分野の

　　c）授業参観、d）同僚とのコンサルテーション、　e）　　　　学習コースの認定に慣れた機関によって認定され

　　スーパーヴィジョン（監督指導〉、f）チームでの計　　　　ている（詳細は『前掲書』NHHLのL章1．6節

　　画、g）チーム・ティーチング、　h）コーチング、　i）　　　　（Merkt）参照）。メルクトはこの論文の中で、　FD

　　継続教育。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に精通せずに一般的な基準を用いる機関によって

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　認定されることは難しいとも述べている。

　もし申請者がガイドラインに対応しないFDプログ

ラムを送った場合、AHD－AKKOは認定について最終決　　　結語：

定する前に、彼らに改善を要求する。　　　　　　　　　質問がある場合や追加的情報を必要とする場合は、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　筆者のホームページを調べるか、同時に／または、で

　8．3．2　認定されたFDワークショップ・モジュー　　きる限り早い回答を望む場合は筆者宛にメールを送っ

　ル・プログラムの概観　　　　　　　　　　　　　　　てください。

　AHD－AKKOは、2001年から2007年に種々のドイッ

州からの申請について追加認定している。即ち、ハン　　付録1：

ザ自由都市ハンブルク（HH）やバーデンニヴュルテ　　　　　　　　　　学習成果（例）

ンベルク州（BW）・ノルトライン・ヴェストファーレ　　　コンピテンシ＿（能力）

ン州（NW）からのワークショップ、　HHやBW州　　　●　知識と理解
（シュトゥットガルトーウルム）、シュレースヴィッ　　　●　知識の適用・評価・

ピホルシュタイン州（SH）（リューベック）からの。習灘の計画

モジュール、およびNW州（ドルトムント、ドゥイス　　　　　自己管理学習の
ブルクーエッセン）やニーダーザクセン少卜1（M＞（ブ　．獄至ケーシ。ン

ラウンシュヴァイク）・ベルリン工科大学からのプロ　　●動機、態度、価値

●　認知領域
●　認知領域

●　学習スキル領域

●　社会的スキル領域
●　情緒領域

グラムが識された・　　　　　一　出典，酬の資鱒組み（欧州大臣会議（2。。5年〉に敏
　2000年から2007年までに認定されたすべての申請に　　するドイツの資格の枠組み（ドイツ州文化大臣常設会議

関する概要は、AHD－AKKOのホームページ：　　〔KMK〕2005年）
http：〃www．ahd－hochschuldidaktik。deに掲載されている。

追加のリンクには目標、ターゲット・グループ、自己　　付録2：プログラム通知

管理学習に用いられる方法と資料に関する情報が提供
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　学生中心型アプローチとアクティブ・ラーニング
されている。

　追加の包括的な刊行物は『高等教育新ハンドブッ　　　法による効果的な教育

ク』（NHHL＞に含まれている。即ち、　　　　　　　　　B．ベーレント（ベルリン自由大学スタッフデベロッ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　プメント（FD）高等教育研究部長）

　・上章2．1節とL章2．2節はドイツにおけるFDの過去数

　　年間の発展と状況を扱っている。（Berendt）　　　　　目標と内容

　・L章1．2節（Marx）とL章1．3節（Stahr）はノルトラ　　ーコース（科目）デザイン、科目の構成とプロセスを

　　イン・ヴェストファーレン州とニーダーザクセン　　　計画するための重要な要素がわかる。

　　州のプログラムについて説明している。　　　　　　一学生の動機づけに関する主要な問題を分析できる。

　・L章1．7節はバーデン・ヴュルテンベルク州のモ　　ー学生の学習に関する研究成果に基づいて、現在ある

　　ジュールについて説明している（Kr6b凱　　　いは計画中の科目のために解決策を引き出す。
　　Thumser－Dauth）。

　・L章1．10節は、ベルリン工科大学のプログラムを説　　　草　　案

　　明している（R㎜mler）。　　　　　　　　　第一日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1．導入

　最後に、しかし決して重要でないという訳ではない　　　2．コースのモデレーター（司会者）と参加者の自己

が、二つの追加事例が挙げられる。これらはAHDか　　　　紹介リストづくりとそのプレゼンテーション

ら認定された訳ではないが、質保証機関によって　　　3．参加者が実際の実践で出会った、学生の動機付

「良」と評価されている。　　　　　　　　　　　　　　　　けに関する主要な問題の確認

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4．科目を計画する方法のための要素とモデル

　・バーデン・ヴュルテンベルクのプログラムは国際　　　5．学生の動機付けと活性化一学生の学習と実践的

　　委員会によって評価されている。（詳細は『高等　　　　解決策に関する重要な研究成果
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6．これまで利用したアクティブ・ラーニングの方法　　付録3：

　と参加者中心型アプローチの確認

7．参加者中心型アプローチとアクティブ・ラーニン

　グ法の演習

a）メタ・プランの諸原則一参加者活性化と、学習

　高等教育における新しい教授・学習法

協同FD／シリアの教授（前回参加経験有）

　　　　のためのFDプロジェクト

　　　　　　　2000～2002年

　プロセス・学習成果を視覚化するための普遍的　　　アレッポ大学　　　　　　　ベルリン自由大学

　な方法に関する主要原則　　　　　　　　　　　　　（S．ヴィンクラーなど）　　　（B．ベーレントなど）

b）参加者の自己紹介リスト（氏名、職分、所属

　機関、教育やトレーニング・マニュアルを持つ　　　　　　講演・ワークショップ・自己学習教材

　などの経験量）づくり

c）問題、期待やニーズの調査リストづくり

d）ブレインストーミング（オープンに、カード

　で）

e）バズーグループ

D賛成一反対討論（グループや観点を替えなが

2000年
（参加者

80名）

2002年
（参加者

80名）

アクティブ・

ラーニング

グループ・

ワーク
弁論術

ニユーメ

ディア
試験

農学　　建築学　生物学　　工学　　医学

　　　における教授・学習法の革新

ら）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　成果に関する印刷物と追跡調査

9）フラッシュライト

h）フィッシュ　ボール（金魚鉢）

i）テキストを読んでから作り出すラーニング・ク

　エスチョン

j）学生間の相互作用による教育（ETSI）

k）講義で活用できるアクティブ・ラーニングの方

　法

2001－2002年　会議発表資料

●「アラブードイツ協同」
　（6）

●国際教育ヨーロッパ協会
　（EAIE）　（1）

ドイツ訪問

「ドイツーアラブ
協同」（4）

コトブス大学
く1）

印刷物
と

報告書
8

2003年　ヨルダン：『ドイツーヨルダンFDプロジェクト
の基礎としてのアレッポーベルリン基本的理念』（人間関

係開発ナショナルセンター〔NCHRD〕、ヨルダンFDセン
ター5ヶ所との論議〉
　　　　　　　　　　　　　　　（概括B．Berendt2003）

第二日

8．演習の続き　　　　　　　　　　　　　　　　　付録4：

　9．科目デザインの演習（目標の相互依存、教授・学

　　習法／学生による評価）　　　　　　　　　　　　　　国際的合意：21世紀型高等教育像を背景とするFD

　10．オープンな質問での討論

　11．参加者が実際に実施するための科目をデザイン

　　し、それを伝え、議論

　12．参加者による評価一このワークショップを例と

　　して用いる

　教授・学習法

　このワークショップは、「FDカリキュラムの開発、

計画と評価」プロジェクトを背景としてコース・モデ

レーターによって開発された局面モデルに基づいてい

る。ワークショップの内容は、コース・モデレーター

が所属するベルリン自由大学内や、内容に変更を加え

て、多くの西欧と東欧、アフリカの大学で、フィリピ

ンの大学では2回、成功裡に適用された。理論を参加

者の実際の実践につなぐために、テーマは参加者の問

題を中心とする。種々の方法が用いられる。例えば、

演習を伴うミニ講演、アクティブ・ラーニングの様々

な方法、自己学習資料、等。

参考文献：ワークショップ中に、重要な出版物を含む

　　　　　資料が配布される。

欧州レベル：CRE 国際的レベル：ユ ユネスコ1998（続
（欧州大学学長会 、不スコ1998 き）

議）／UNESCO一
CEPES（ユネス
コ・ヨーロツパ高
等教育センター）

1997

「教授中心から学 急激に変化する世 十分な対策とは、

習中心への転換は 界的状況では、高 カリキュラムや教
自己管理学習、教 等教育は学習者中 授・学習法を不断
員のコーチング的 心でなければなら に刷新することや
役割、専門的支援 ない。国際的状況 教育と研究におけ
サービス、新しい でのコミュニケー る優秀さを奨励す

講義法や質の保証 ションカ、創造 る、といった適切

システムへの投資 的・批判的分析力 なFDプログラム
を意味する…。変 自立的思考力、 によって、研究お

化を決定的に促す チームワークカの よび教育的スキル
ものは、独創的で スキルやコンピテ の更新や改善が達
適切に定められた ンス、能力を促進 成されることであ
人事方針、つまり させるために、新 る。国家や機関の

教育を適切なFD しい教育学・教授 意志決定者は、学
プログラムによっ 法のスキルが利用 習者と彼らのニー
て支援されるキャ され奨励されるべ ズを自分たちの中

リアとして開発す きある。（21世紀 心的な関心事とす
ることである。」 の高等教育に関す るべきである。
（欧州協議事項、 るユネスコ世界宣 （8頁）

11頁） 言、7頁）
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参考文献・追加図書リスト　　　　　　　　　　　　a．a．0．（S，35－41）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Berendt，　B。（2006a）：Academic　Staff　Development／

　　AHD－Mitgliederversammlung（2005）：Leitlinien　zur　　ASD　im　Kontext　des　Bologna－Prozesses－Stellenwert

Modularisierung　und　Zerti丘zierung　　　　　　　　　　und　Stand　hochschuldidaktischer　Aus－und　Wbiter－

Hochschuldidaktischer　Wbiterbildung，　Beschluss　vom　　　bildlmg　2005　in　der　BRD．　In：Berendt，　B．；Vbss，　H．－P；

08．03．2005．Dortmund　　　　　　　　　　　　　　　　　　Wildt，　J．（Hrsg）：NHHL，　L．2，2．13erlin

　　AHD－Vbrstand　（2006）：　Bericht　ztr　　　　　　　　　　　　Berendt，　B．　（2006b）：　Hochschuldidaktischer

Mitgliederversammlung　am　O7．03．2006．　Dortmund　　　　　Methoden－Fundus：Basiswissen，　In：Berendt，　B．　et　a1．：

　　Ahmoto，　A．．；Daizel1，　T（2003）：Faculty　Development　　NHHL，　C．3．1．　Berlin

in　Japan：As　a　Result　of　20031nvestigation，Presentation　　　　Berendt，　B．（2007）：ArheitssteUe　Hochschuldidaktische

at　COE　International　Seminar　on　Enhancing　Quality　and　　R）rtbildung　und　Beratung　der　FUB：Kernbereiche　der

Building　the　21st　Century且igher　Education　System，　　Hochschuldidaktik　als　Bestandteil　von　Qualitatssiche－

Hiroshima　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　rung　und－entwicklung，　In：Kubicki，　K．，　L6nnendonke蒋

　　Battagliza，　S．（2006）：Kooperation　statt　Konkur－　　S．：Beitrage　zur　Wissenschaftsgeschichte　der　Freien

renz：Modellphase　und　Institutionalisierung　des　HDZ　　Universitat　Berlin，　Berlin（to　be　published　in　2008；a

Baden－WUrtemberg．　In　Berendt　et　al，（Hrsg）NHHL，　　preprint　from　2007　is　available　on　request）

L2．2，　Berlin　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Berendt，　B．（2008a）：Changing　roles　of　Academic　Staff

　　Benz，　W；Kohle蔦J．；Land缶ed，　K（Hrsg）（2004－2007）：　　Developers　in　the　Bologna－Process．　Keynote：AHD

Handbuch　fur　Qualitat　in　Studium　und　Lehre　　　Confεrence　2006，　Dortmund（fbrthcoming）

仙oseblattsammlung），　Berlin　　　　　　　　　　　　　　　　　　Berendt，　B．（2008b）：Changes　in　European　Higher

　　Berendt，　B，（1969）：18　Jahre　TUtorenarbeit　an　der　　Education（Lecture　manuscript）and　the　AHD－accred－

Freien　Universitat　Berlin．　AHD－Blickpunkt　Ho－　　　　ited　workshop　”Tbaching　through　student－centered

chschuldidaktik　Bd．2，　Hamburg　　　　　　　　　　　　　　　approaches　and　methods　of　active　learning（workshop

　　Berendt，　B，（1980）：Hochschuldidaktische　Aus－und　　materials）；Recent　developments　and　some　conclusions

Fbrtbildung　f賎r　Lehrende　im　Baukastensystem．　AHD－　　for　the　continuation　of　Japanese－German　cooperation．新

Hochschuldidaktik　Bd．2，　Hamburg　　　　　　　　　　　潟大学大学教育開発研究センター・徳島大学大学開放

　　＊Berendt，　B．（1998）：How　to　Support　and　to　Bring　　実践センター・名古屋大学高等教育研究センター『B．

About　the　Shift　from艶aching　to　Learning　through　　ベーレント博士講演会・ワークショップ報告書　「教授

Academic　Staff　Development　Progr㎜mes－Examples　　中心から学習中心の教授法への転換」とFD」（2008年

㎝dPerspectives．　In：㎜SCO－CEPES（Eds．）：Higher　3月）に囎。

Education　in　Europe，　Vb1．　XX皿Bucharest（p．317－　　　Berendt，　B．；Vbss，　H．－P；Wildt，　J．（Hrsg）（2001－2008）：

329）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Neues　Handbuch　Hochschullehre／NHHL．（Loseblatt一

　　串Berendt，　B．（1999）：Academic　Staff　Development　in　　　sammlung）．　Berlin

Europe　－Relevance，町pes　of　Programmes　and　　　　Bligh，　D，（1971）：What「s　the　use　of　lecturesP

Su認estions　for　Discussion．　In：㎜SCO（Eds．）：輪rld　Middlesex－H肛mondwo曲（p．225－248）

Confbrence　on　Higher　Education　in　the　XXIst　Century．　　　Bloom，　B．S．；Englehart，　M．B．；Furst，　EJ．；Hin，　WH．；

Vision　and　Action．％1㎜e皿Higher　Education　St…近　Krathwohl，　D．R．（1956）：丁謎onomy　of　Educational

Development：AContinuing　Mission．　Paris（p．30－40）．　　　0切ectives：the　Class置cation　of　Educational　Goals．

　　Berendt，　B．（2003）：Hochschuldidaktische　Wbiterbildullg　　　Handbook　1．　New　Ybrk

als　Bestandteil　von　Qualitatssicherung　und－entwick－　　　B1廿thmann，1．；Ficzko，　M．；Thiel，　F（2006）：Die

lung．　Unterstotzung　durch　die　Akkreditierung　ho－　　Lernzeit　als　Steuerungselement　in　den　Bachelor－und

chschuldidaktischer　W6iterbildungsveranstaltungen．　In：　　Masterstudiengangen．　Entwicklung　eines　Instruments

W61bers，　U．（Hrsg．）：Hochschuldidaktische　Aus－und　　　zur　Erセssung　der　studienbezogenen　Lernzeit（FELZ），

W6iterbildung．　Bielefeld（S．105－116）　　　　　　　　　　　h1：Berendt，　B，；Vbss，　H．－P；Wildt，　J．（Hrsg）：NHHL，

　　Berendt，　B．（2005a）：］陀culty　Development　in　Syria　　Berlin（forthcoming）

and　Jordan：Activities　2000－2004　in　the　International　　　BMBF（2007）：Hochschulfbrschung　als　Beitrag　zur

ContextJn：Brende1，　S．　et　al．（Hrsg．）aa．0．　Bielefeld（S．　　　Professionalisierung　der，　Hochschullehre．

105－122）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　http：／ノwwwbmbf．d｛ソfoerderungelV1178．php

　　＊Berendt，　B．（2005b）：The　Shift　from　Tbaching　to　　　Brendel，　S．；Kaise葛K．；Macke，　G，（Hrsg．）（2005）：

Learning－mehr　als　eine’Redewelldung，：Relevanz－　　Hochschuldidaktische　Qualifizierung．　Bielefeld

R）rschungshintergr㎜d－Umsetzung．　In：Wblbers，　Gaus，　　Chalam，　K．　S．（Ed．）（1991）．Academic　St誼
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Development　in　H．E．．Calcutta，　New　Delhi　　　　　　　　　Rummle蒋M．（2007）：Akkreditierte　F6rderung　der

C盟；㎜SCO－CEPES（1997）：AE肛ope鋤Agenda　Qu組itat　der　Le㎞e㎝der艶chnischen　Universit註t
for　Change　for　Higher　Education　in　the　XXIst　Century．　　Berlin．　In：Berendt，　B．　et　aL（Hrsg）：NHHL．　J1．2．　Berlin

Bucharest，　Paris，　Geneva　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Simons，　H．（1967，1971）：Research　on艶aching　at　the

　　Dan猛　S．；Selent，　P　（Hrsg）（2006）：Bologna　－A　　　College　and　University　Leve1．　In：Handbuch　der

Challenge　for　Academic　Staf正Developers．　Abstracts　fbr　　Unterrichtsfbrschung，　Tbil　HI．　Wbinheim，　Berlin，　Basel

Pane15．　AHD－Kongress　2006．　Dortmund　　　　　　　　　　　（p．3350－3356）

　　Froment，　E．；Kohle葛J，；Purse蔦L．；Wilson，　L．（eds）　　　Soellne蔦R．；Lubeck，　D．（2005）：Qualit註tssicherung

（2006－2007）：EUA　Bologna　Handbook，　Berlin　　　　　　　　　durch　hochschuldidaktisch　ausgedchtete　Personal－
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省略記号リスト　　　　　　　　　　　　　　　　　　EUA　Etropean　University　Association　ヨーロッパ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大学協会

　ドイッ連邦州　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　FD　勲culty　Development，　synonym　to　Academic

　BW　Baden－WUrttemberg　バーデン・ヴュルテンベ　　　　　　Sta匠　Development　（ファカルティ・デベロッ

　　　ルク州　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　プメント、大学教員および大学組織の資質開

HH　Free　and　Hanseatic　City　of　Hamburgハンザ自　　　　　発）ASDと同義
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Development
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　　Rlculty　Development　　　　　　　　　　　　　（法学）を取得。英国サリー大学で高等教育実践に関

　　　アカデミック・スタッフ・デベロップメント、F　　する学士を取得。現在は、国内FD認証委員会でもあ

　　　Dと同義（訳注二本文では、原則的にFDを使　　　る、ドイツ大学教授法研究協会（2008年から大学教i授
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